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Ａ．研究目的 
日本で実施されている特定健診及び後期高齢者健
診のESKD発症予防効果について明らかにする。 
Ｂ．研究方法 
大阪府寝屋川市の国民健康保険、後期高齢者医療
制度の被保険者約７万人を対象とした後ろ向きコ
ホート研究を実施した。医療レセプトデータを利
用して、2013年度の健診受診歴と医療機関での腎
臓関連検査（尿蛋白あるいは血清Cr）の測定歴の
有無 
に基づいて解析した。 
（倫理面への配慮） 
連結不可能完全匿名化されたデータを用いた研究
であり、倫理的な問題はない。 
Ｃ．研究結果 
対象者を1)健診受診歴がある群23,619人、 2)健
診受診歴がないが、医療機関での腎臓検査歴はあ
る群25,384人、3) 健診受診歴がなく、医療機関で
の腎臓検査歴も無い群20,114人では3)のESKD発
症リスクが高く（男性1.7倍、女性1.5倍）健診の 
ESKD発症予防効果が示唆された。 
D．結論 
特定健診及び後期高齢者健診は末期腎不全発症の
予防効果を有すると考えられる。腎疾患対策の目
標である透析導入患者の減少を達成するためには、
既存の健康診断制度活用が基本的な対策として意
味 

を持つ。どのような健診後のフォローが有効性を
持つかについて、さらに検討する予定である。 
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研究要旨 
我が国で実施されている特定健診及び後期高齢者健診の末期腎不全（ESKD）の発症予防効果を明

らかにするため、7 万人を対象とした後ろ向きコホート研究を実施し、これら健診の ESKD 発症予防
効果を示した。 


